
本御蔵コンサルティング合同会社 賃金規程 

 

第１章 総 則 

第１条（目的） 

 本規程は、就業規則第３９条に基づき、従業員の賃金に関する事項を定めるも

のである。 

 

第２条（適用範囲） 

 本規程は、就業規則第２条に定める全ての従業員に対し適用する。ただし、第

４章の賞与に関する規定は正社員のみに適用する。 

 

第３条（賃金の種類） 

 賃金の構成は、次のとおりとする。 

 

賃金  給与 基準内給与 基本給 

固定残業代 

基準外給与 通勤手当 

資格手当 

処遇改善加算手当、処遇改善特定加算手当 

残業代 法定内残業手当 

時間外労働手当 

休日労働手当 

深夜労働手当 

賞与 

 

２ 前項に定める基準内給与は残業代の計算の基礎とし、基準外給与は残業代の

計算の基礎としない。 

３ 第１項に関わらず、労働基準法第４１条に規定する監督若しくは管理の地位

にある者、あるいは機密の事務を取り扱う者に対しては、時間外労働手当および

休日労働手当を適用しない。 

 

第２章 給与計算および支払い方法 

 

第４条（計算期間および支払日） 

 給与の計算期間および支払日は、次のとおりとする。 

 

給与計算期間 前月16日から当月15日（給与締切日） 

給与支払日 当月末日 

 



２ 支払日が休日にあたるときは、その日前の直近の休日でない日に支払う。 

 

第５条（給与の支払いおよび控除） 

 給与は、全額通貨で直接従業員に支払う。ただし、従業員の同意により、従業

員が指定した本人名義の金融機関口座への振り込みによって支払うことができ

る。 

２ 前項にかかわらず、次の各項目を給与から控除するものとする。 

（１）源泉所得税、住民税 

（２）健康保険料、厚生年金保険料、介護保険料、雇用保険料 

（３）その他、控除する旨あらかじめ労使協定にて定めたもの 

 

第６条（語句の定義） 

 本規程の給与計算における語句の定義は次のとおりとする。 

 

語句 定義 端数処理 関連 

条文 

日単価 （基準内給与＋基準外給与（通勤手当除

く））÷月平均所定労働日数 

円未満 

四捨五入 

第９条 

時間単価 （基準内給与＋基準外給与（通勤手当除

く））÷月平均所定労働時間 

円未満 

四捨五入 

第１０

条 

割増時間

単価 

基準内給与÷月平均所定労働時間 円未満 

四捨五入 

第１５

条 

月平均所

定労働日

数 

年間所定労働日数÷１２ １日未満 

切り捨て 

― 

月平均所

定労働時

間 

所定労働時間×月平均所定労働日数 ― ― 

 

２ 本規程の給与計算に使用する時間数の単位は次のとおりとする。 

 

区分 単位 関連 

条文 

遅刻時間数 

早退時間数 

１分単位 第１０

条 

法定内残業時間数 

時間外労働時間数 

休日労働時間数 

１分単位 第１５

条 



深夜労働時間数 

 

第７条（休職中の給与） 

 就業規則第１０条により休職を命ぜられた期間については、基本給および諸手

当を支給しない。 

 

第８条（休暇休業等の給与） 

 就業規則第３２条の年次有給休暇および就業規則第３３条の慶弔休暇を取得し

た場合は、出勤したものとして、「通常の賃金」を支給する。 

２ 事業所の責に帰すべき事由により休業したときは、休業手当を支給する。休

業手当の額は「平均賃金」の６割とする。 

 

第９条（中途入社、退職者等の給与計算） 

 基本給を月給で支給を受ける者で、給与計算期間の途中に入社、退職等した従

業員の給与については、給与の日単価に出勤日数を乗じて求める。 

 

第１０条（遅刻、早退、欠勤による給与の減額） 

 遅刻、早退については、給与の時間単価に遅刻、早退の月合計時間数を乗じ、

給与から差し引くものとする。 

２ 欠勤については、給与の時間単価に所定労働時間数及び欠勤日数を乗じ、給

与から差し引くものとする。 

 

第３章 基本給および手当 

第１１条（基本給） 

 基本給は、別紙「キャリアパス」の定めによって、本人の職務内容、本法人で

の就業年数、その他の任用要件を考慮して各人別に決定する。 

２ 上記キャリアパスとは別に取締役会で承認された場合は、別途昇給を認め

る。 

（１）正社員  ： 月給 

（２）契約社員 ： 月給、日給または時間給より個別に定める 

（３）フルタイマー社員 ： 日給または時間給より個別に定める 

（４）パートタイマー社員 ： 日給または時間給より個別に定める 

 

第１２条（基本給の改定） 

 基本給の改定は、別紙「キャリアパス」に従って行われる。前項のほか、特別

に必要がある場合は、取締役の承認を経て臨時に改定を行うことがある。 

 

第１３条（資格手当の支給） 

 原則として３つまでの資格手当の支払いとする。その他資格等については都度

検討する。 

資格等 資格手当 

精神保健福祉士（PSW） 10,000 

ホームヘルパー1 級 10,000 



社会福祉士 10,000 

介護福祉士 7,000 

ソーシャルワーカー（SW） 20,000 

介護基礎研修 15,000 

サービス管理責任者（登録） 10,000 

サービス管理責任者（資格のみ） 5,000 

初任者研修・ヘルパー2級 3,000 

栄養士＋管理栄養士 15,000 

栄養士 7,000 

保育士 7,000 

PT・OT・ST 20,000 

看護師 20,000 

防火管理者甲種 2,000 

認定心理士 10,000 

産業カウンセラー 10,000 

ジョブコーチ養成研修終了 10,000 

 

第１４条（通勤手当の支給） 

通勤手当は、通勤に係る実費相当として会社が認めた額を支給する。ただし、

通勤経路および方法はもっとも合理的かつ経済的であると会社が認めたものに限

る。  
      ～  ５Ｋｍ以内 ３，０００円 

５Ｋｍ以上  ～ １０Ｋｍ以内 ４，０００円 

１０Ｋｍ以上 ～ １５Ｋｍ以内 ５，０００円 

１５Ｋｍ以上 ～ ２０Ｋｍ以内 ６，０００円 

２０Ｋｍ以上 ～ 要相談 

２ 通勤手当の上限は、月額１万５，０００円とする。 

 

第１５条（処遇改善加算手当の支給） 

 福祉職員処遇改善加算による訓練等給付費が支給された場合、基本給とは別

に、当該加算に係る賃金改善として、処遇改善手当を支給することがある。な

お、処遇改善手当の対象者は、生活支援員、職業指導員、目標工賃達成指導員に

従事する正社員およびパート社員とし、その金額については、当法人で年度終わ

りに定め、翌年度末に過不足を精算する。 

 

第１６条（処遇改善特定加算手当の支給） 

 福祉職員処遇改善特定加算による訓練等給付費が支給された場合、基本給とは

別に、当該加算に係る賃金改善として、処遇改善特定手当を支給することがあ

る。なお、処遇改善特定手当の対象者は、経験技能のある障害福祉職等の正社員

およびパート社員とし、その金額については、当法人で年度終わりに定め、翌年

度末に過不足を精算する。 

 

第１７条（残業代） 

 残業代は、次の労働に対し支給する。 



（１）法定内残業 ： 所定労働時間を超え法定労働時間以下の労働 

（２）時間外労働 ： 法定労働時間を超える労働 

（３）休日労働 ： 法定休日の労働 

（４）深夜労働 ： 深夜時間帯（２２時から５時）の労働 

２ 残業代は、次のとおり算定し支給する。 

（１）法定内残業手当   ＝ 割増時間単価×１００％×法定内残業時間数 

（２）時間外労働手当 ＝ 割増時間単価×１２５％×法定時間外労働時間数 

（３）休日労働手当 ＝ 割増時間単価×１３５％×休日労働時間数 

（４）深夜労働手当 ＝ 割増時間単価× ２５％×深夜労働時間数 

 

第１８条（賞与） 

 １ 賞与は、原則として無し ただし、今後の会社の業績の著しい上昇等の事

由がある場合には、支給時期を考慮し、支給することがある。 

２ 前項の賞与の額は、会社の業績及び従業員の勤務成績などを考慮して各人

ごとに決定する。 

 

 

附則 

 本規程は、令和４年３月１６日より適用する。 
 


